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スマートフォンで購入・利用できるデジタルきっぷの販売

「みさきまぐろきっぷ」

交通事業

鉄道事業 バス事業 タクシー事業

「葉山女子旅きっぷ」
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不動産事業

不動産賃貸業

多様な働き方に対応するコワーキングスペース賃貸オフィスと賃貸マンション

RoomUs久里浜 RoomUs金沢文庫
芝パークビル プライムネクサス京急川崎

不動産販売業

分譲マンション「PRIME」シリーズ

「プライム横浜岸谷」 「プライムスタイル横浜生麦」 「プライムパークス横浜並木ザ・レジデンス（東敷地）」
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多様化するニーズに応える宿泊施設

レジャー・サービス事業

ビジネス・レジャー利用にも
対応できるホテル

気軽に利用できるホステル
「plat hostel keikyu」

温泉が自慢の宿泊施設

沿線内外におけるレジャー施設の展開

市原京急カントリークラブ葉山マリーナ

京急 ＥＸホテル みなとみらい横浜 伊豆長岡温泉 京急ホテルplat hostel keikyu sapporo ichiba

BIG FUN平和島 6



スケールメリットを活かした営業力や運営体制

流通事業

京急百貨店 もとまちユニオン元町店 ウィングキッチン京急鶴見・京急ストア京急鶴見店

百貨店 スーパーマーケット

ショッピングセンター フランチャイズ
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連結決算実績（概要）

（単位：百万円）

2024年度 11月予想 差異

設備投資額 88,029 △24,584
（うち、不動産流動化

SPC出資） (12,455) (△4,942)

1 株 当 た り

当 期 純 利 益
304.23円 88.40円 △215.83円

Ｒ Ｏ Ｅ 26.7% 6.7% △20.0pt.
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鉄道事業 輸送人員・旅客運輸収入（定期・定期外）

（単位：千人） （単位：百万人）

2023年度 2024年度 増減数 増減率 11月予想 差異

定 期 222,213 227,681 +5,468 +2.5% 227 +0

定 期 外 211,041 218,207 +7,166 +3.4% 216 +1

433,254 445,888 +12,634 +2.9% 444 +1

輸送人員

合 計

（単位：百万円）

2023年度 2024年度 増減額 増減率 11月予想 差異

定 期 26,448 28,915 +2,466 +9.3% 28,900 +15

定 期 外 48,370 52,558 +4,188 +8.7% 51,900 +658

74,818 81,473 +6,655 +8.9% 80,800 +673

旅客運輸収入

合 計

（単位：百万円）

（単位：千人）
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鉄道事業 羽田空港２駅の輸送人員

（単位：千人） （単位：百万人）

2023年度 2024年度 増減数 増減率 11月予想 差異

36,913 40,533 +3,620 +9.8% 39 +0

11,726 13,181 +1,455 +12.4% 12 +0

48,639 53,714 +5,075 +10.4% 52 +1

輸送人員

合 計

羽田空港第１･第２

ターミナル駅

羽田空港第３

ターミナル駅

（単位：千人）

（千人）
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（単位：億円）

2025年度業績予想＿１

（単位：億円）

2025年度

通期予想 上期予想 下期予想

営 業 収 益 2,938 3,050 1,415 1,635 +111 +3.8%

営 業 利 益 356 300 165 135 △56 △15.8%

経 常 利 益 349 245 145 100 △104 △29.9%

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
243 233 90 143 △10 △4.1%

（単位：億円）

2024年度 2025年度 増減額

設 備 投 資 額 ※ 880 1,421 +541
（うち、不動産流動化SPC出資） (124) (128) (+4)

減 価 償 却 費 285 294 +8

1 株 当 た り

当 期 純 利 益

2024年度 増減額 増減率

88.40円 84.77円 △3.63円

※ 工事負担金等（2024年度136億円、2025年度178億円）を含む
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2025年度 業績予想＿２

（単位：億円）

営業収益 1,185 1,210 +24 +2.1%

営業利益 188 169 △19 △10.5%

営業収益 539 557 +17 +3.2%

営業利益 69 61 △8 △12.0%

レ ジ ャ ー ・
営業収益 317 327 +9 +3.1%

サービス事業
営業利益 49 37 △12 △25.2%

営業収益 812 848 +35 +4.4%

営業利益 20 17 △3 △18.4%

営業収益 483 527 +43 +9.0%

営業利益 36 24 △12 △34.2%

増減率

そ の 他

交 通 事 業

不動産事業

流 通 事 業

増減額2024年度 2025年度

（単位：億円）
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経営の基本方針

■長期ビジョン（京急グループが2040年度に目指すべき将来像）

京急グループは、都市生活を支える事業を通して、新しい価値を創造し、社会の発展に貢献する

■グループ理念（京急グループ全体の存在意義・使命（抜粋））

■サステナビリティ基本方針

京急グループは、グループ理念のもとで、「社会の持続的発展への貢献」と「京急グループの持続的発展」の
よりよい循環を目指します

「移動」と「まち創造」2つのプラットフォームが織りなす
相互価値共創のスパイラルアップにより

持続的に発展する沿線を実現する

■長期経営方針

サステナビリティ推進方針

重点事業展開 当社ならではの強みを活かして、特に重点的に取り組む事業を設定

経営基盤重点項目沿線価値共創戦略

◆品川駅周辺開発事業 ◆羽田空港のポテンシャル最大化 ◆都市近郊リゾートみうらの創生
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京急グループ第2０次総合経営計画（計画の概要）

16

品川・羽田・横浜の「成長トライアングルゾーン」と
各エリアとの相互連携により、沿線の発展・活性化を図る

重点事業展開

移動プラットフォーム まち創造プラットフォーム

事業構造変革 顧客視点の
徹底

財務マネジメント
の強化

人的資本経営
の推進

社会価値・企業価値向上の推進サステナビリティ推進方針

相互価値共創のスパイラルアップ沿線価値共創戦略

企業価値創出の基盤となる
経営資本強化

経営基盤重点項目

あらゆる交通手段の最適化を
行い、まちの価値向上と

沿線範囲の拡大を実現する

拠点整備や生活支援を行い、
移動のきっかけや人の流れの

需要を創出する

▶ 沿線全体の持続的発展を牽引する品川駅周辺まちづくりの推進

● 高輪３丁目開発の推進

● 駅街区地区開発計画の深度化

▶ 日本の玄関口・羽田空港のポテンシャル最大化・活用

● 空港アクセスの基盤整備による競争力強化

● インバウンド需要の創出と取り込み

▶ 川崎・横浜、持続的で豊かな郊外生活圏（横浜以南）における
 まちづくりの推進

● 横浜市旧市庁舎街区活用事業等の推進

● 多世代共生まちづくりの実現に向けた子育て支援施策、ニ次交通の充実化

等の実施

▶ 都市近郊リゾートみうらの創生

● 城ケ島・油壺等の再整備計画の推進

● 回遊性向上・エリアマネジメントの強化

▶ 沿線に中核拠点を複数揃えた多極型まちづくりの推進

▶ 不動産事業強化・
新規事業創出など、
取り組むべき事業へ
の経営資源集中に
よるポートフォリオ
変革

▶ 事業環境の変化を
踏まえたオペレーショ
ン変革

▶ 環境配慮を前提とし
た事業運営

▶ 顧客視点の徹底のた
めの意識・風土変革

▶ 顧客の顕在・潜在ニ
ーズの十分な把握に
もとづく価値提供、お
よびそのPDCAサイク
ルの徹底

▶ 顧客のロイヤリティの
向上につながる京急
ブランドの確立

▶ 顧客視点で価値
創造・共創ができる
人財の開発

▶ 創発を促すカルチャ
ー醸成 

▶ 働く人々のエンゲー
ジメントの継続的
向上

▶ 大規模成長投資を
着実に推進するため
の財務健全性の確
保と資本効率向上
の両立

▶ 資本コストや株価を
意識した経営の実現
に向けた対応

※赤字は、前回公表時（2024年5月）の内容から一部変更した箇所（2025年5月12日公表）

1616



※赤字は、前回公表時（2024年5月）の内容から一部変更した箇所（2025年5月12日公表）

京急グループ第2０次総合経営計画（計画の概要）
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品川・羽田・横浜の「成長トライアングルゾーン」と各エリアとの相互連携により、沿線の発展・活性化を図る

沿線全体の持続的発展を牽引する
品川駅周辺まちづくりの推進

都市近郊リゾートみうらの創生

羽田空港第１・第２ターミナル駅引上線整備等
による輸送力増強
羽田周辺エリア活性化

目的型滞在が可能となるコンテンツの発掘
観光ディスティネーションとしての魅力向上

成長トライアングルゾーン

川崎・横浜におけるまちづくりの推進

持続的で豊かな郊外生活圏
におけるまちづくりの推進

沿線に中核拠点を複数揃えた多極型まちづくりの推進

多世代共生まちづくりによる定住人口増加
子育てしやすいまちづくりの推進

川崎新！アリーナシティ・プロジェクト等の
駅前大規模開発
横浜ウォーターフロントでの大規模開発

「デュアルコア（品川・横浜）」と
「デュアルゲートウェイ（品川・羽田）」を

   活かした多極型まちづくり

沿線各所に住・働・楽・学が揃う
中核拠点を構築し、

 多様な移動需要への対応を図る

日本の玄関口・羽田空港の
ポテンシャル最大化・活用

高輪３丁目地区開発計画の開業および安定稼働
えきとまちをつなぐ複合機能を持つ
駅街区地区開発の順次開業

品川

羽田

京急川崎

横浜

京急蒲田

上大岡

金沢文庫

横須賀
中央

京急グループ第2０次総合経営計画（計画の概要）
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京急グループ第2０次総合経営計画（計画の概要）

オフィス

商業施設

ホテル

カンファレンス

グランドフロア・屋外広場

多目的ホール

品川駅西口地区高輪３丁目開発計画
2025年度着工，2029年度開業予定
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空港機能の拡充および羽田周辺の発展・活性化へ

空港アクセスの輸送力増強（１時間あたり片道３本増）

品川駅付近連続立体交差事業
2029年度事業完了予定

引上線新設イメージ図

羽田空港第１・第２ターミナル引上線整備
2030年頃供用開始予定

京急グループ第2０次総合経営計画（計画の概要）
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京急グループ第2０次総合経営計画（計画の概要）

▶横浜市旧市庁舎街区活用事業 ▶油壺 再整備計画

再整備予定地の周辺風景

川崎・横浜エリア，三浦エリア（持続的で豊かな郊外都市生活圏における街づくりの推進）
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¸ ROE目標の引き上げ・達成時期の明確化
¸ 株主還元の強化および前提となるキャッシュアロケーションの明確化

京急グループ第2０次総合経営計画（計画の一部変更）

2024年５月に第20次総合経営計画を公表後に資本市場と対話を行い、以下の見直しを実施
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当初計画（2024年５月時点）

▶ 2025年度から配当性向40％程度

▶ 財務状況や最適資本構成等を勘案し、機動的に自己
株式を取得する。

（2025年度100億円実施）

▶ 安定的な配当を継続しつつ、利益⽔準に応じた
配当額の向上を図る。

▶ 高輪３丁目安定稼働以降、さらなる利益成長
に応じて配当⽔準を引き上げる。

▶ 財務状況を勘案し、柔軟に自己株式取得を
実施する。

新たに配当性向を設定するとともに、最適資本構成をふまえ、柔軟に自己株式取得を実施する。

13 
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予定

FY2025

予想

年間配当額 配当性向

株主還元強化の内容（2025年５月）

株主還元方針

自己株式取得

株主還元方針

自己株式取得

（％）（円）

40％程度

京急グループ第2０次総合経営計画（計画の一部変更）

株主還元の強化
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京急グループ第2０次総合経営計画（計画の一部変更）

▶ 財務レバレッジ活用
最適資本構成に基づき「自己資本比率」の⽔準を明確化し、格付を維持しつ

 つ財務レバレッジを活用

▶ 株主還元の強化
 配当⽔準の引き上げ、配当性向の設定、自己株式取得など株主還元強化

▶ 監査等委員会設置会社への移行

▶ 執行役員賞与における評価指標追加（ROE等）

不動産事業戦略の強化

資本政策の見直し

コーポレートガバナンス体制の
強化

交通事業の資本収益性
改善施策

１

２

３

４

▶ 不動産回転型ビジネスの推進
当社グループすべての不動産を対象に流動化を検討・不動産回転型ビジネス
を推進

▶ 私募リート組成の着実な推進
私募ファンドに加え、私募リート組成を目指し安定的・継続的な流動化を実施

不動産価値の顕在化・資産回転率の
引上げ

レバレッジ活用

資本収益性の改善

着実な実行に向けた体制整備

ＲＯＥ向上に向けたアクションプラン

▶ 鉄道事業

▶ バス事業
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ṇ ḱ

流動化成長投資

付加価値創出 資金確保

ṇ
ףּ

︡

¸ 不動産価値の顕在化による資本収益性の向上と成長投資の原資確保のため、不動産回転型ビ
ジネスをさらに推進する。

¸ 私募ファンドに加え、私募リートを組成、安定的・継続的に2030年度までに総額1,000億円以
上の不動産を流動化し、その不動産価値の顕在化を目指す。

¸ 私募ファンド・私募リートへの売却により、沿線地域のプラットフォーマーとして京急ブランド物件等へ
の継続的な関与余地を残し、まちづくり・沿線価値共創に貢献。当社グループはAM・PM・BM業
務等を通じた、フィービジネス収益源の確保を目指す。

¸ 上記を着実に推進するため、CRE戦略部の役割・体制を強化する。

京急グループ第2０次総合経営計画（計画の一部変更）

ROE向上に向けたアクションプラン①（不動産事業戦略の強化）
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従来から重要経営指標に設定する「純有利子負債／EBITDA倍率」に加え、最適資本構成をもと
に「自己資本比率」の水準を設け、投資フェーズにおいても格付を維持しながら株主還元の強化を
実施する。

営業キャッシュフロー
約3,000億円

負債調達

維持更新投資
約1,600億円

株主還元

キャッシュイン キャッシュアウト

不動産戦略に伴う流動化
その他資産売却・資金回収等

1,500～2,000億円

負債調達

成長投資
（鉄道事業変革に関するものを含む）

約5,100億円

うち 高輪３丁目開発
約3,200億円

ROE向上に向けたアクションプラン②（資本政策の見直し）

京急グループ第2０次総合経営計画（計画の一部変更）
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¸沿線エリアの将来動向をふまえた輸送力・サービスを提供し、収益性向上を狙う。
¸事業構造変革により、持続可能なオペレーション体制を実現し、費用削減を狙う。

鉄道

バス

羽田アクセス強化

収益拡大

羽田空港駅引上線整備 品川駅付近連続立体交差事業

運賃改定の実施

営業所再編輸送効率の向上・路線の最適化構造改革

次世代オペレーション

2027年度 大師線でワンマン運転開始予定ワンマン運転化

信号自動制御化

スマートサポートシステム導入 2025年度 対象駅42駅完了予定

2030年度 全線導入完了予定

ROE向上に向けたアクションプラン③（交通事業の資本収益性改善施策）

京急グループ第2０次総合経営計画（計画の一部変更）
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監査等委員会設置会社への移行（※2025年6月開催予定の定時株主総会の承認後）

▶ 今回見直した経営計画にコミットしていくため、監査等委員会設置会社に移行
Å取締役会での議決権を有する監査等委員を取締役会の構成員とし、取締役会の監査・監督機能を強化す

ることで、一層のコーポレート・ガバナンスの充実を図る。
Å将来的に業務執行の一部を取締役に委任し、迅速かつ効率的な経営を実現するとともに取締役会のモニタリ

ング機能を強化することで、さらなる企業価値の向上を図る。

▶ 監査等委員を指名・報酬委員会委員に選定し、決定プロセスの透明性確保・実効性向上を図る

取締役：９名（社内６名・社外３名）

社外取締役比率：33％
女性比率：22％

監査役：４名（社内１名・社外３名）

取締役：13名（社内７名・社外６名）
うち 取締役９名

監査等委員である取締役４名

社外取締役比率：46％
女性比率：15％

現在 2025年６月総会後（イメージ）

京急グループ第2０次総合経営計画（計画の一部変更）

ROE向上に向けたアクションプラン④（コーポレートガバナンス体制の強化）

28



横浜

羽田
空港

東京
六本木・
永田町
方面

渋谷

新宿

名古屋大阪
14分

17分

９分
９分

12分

19分

東京メトロ
南北線延伸

（2030年代半ば
開通予定）

67分 40分

リニア中央新幹線
（2034年以降開業予定）

¸ リニア中央新幹線の発着駅として整
備され、開業後は新幹線の駅と徒歩
で乗り換え可能に

¸ 東京メトロ南北線の分岐線（品川
～白金高輪間）延伸により、六本
木方面へのアクセスが大幅改善（約
20分⇒９分）

品川駅の交通環境の変化

品川駅周辺開発の進捗

品川駅利便性の向上

品川
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約3,500億円
（2024年３月公表時から建設工事費の増
加により約1,100億円増）

2025年度着工、2029年度開業（予定）

▶本計画の建物完成により5,000人強／日の当
社線 利用者の増加を見込む想定

▶品川エリア内当社グループの資産価値の向上

▶品川に直結する当社沿線の資産価値および開
発価値向上の波及効果

当社グループ
への効果

持分割合 当社約75％、トヨタ自動車㈱ 約25％

総事業費
（当社分）

スケジュール

計画の特徴

敷地面積

トヨタ自動車㈱と品川駅西口地区のまちづくり推進のために共同で建物を建設・運営し、この施設に新東京本社を
開業する同社とともに、国際交流拠点・品川の中核をなす複合施設を整備する。

約23,600㎡

延床面積 約313,100㎡

建物概要

地上29階・地下４階、建物高さ約155ｍ

7-22F

23-29F

5-6F

ホテル

オフィス

カンファレンス

商業

多目的ホールB2-B1F

B1-4F
▶１フロアあたりのオフィス面積は国内最大級の約

6,600㎡

▶国道上空デッキとの直接接続による、駅までの円滑
な移動

▶周辺の緑と共存した街づくり

▶大手デベロッパーと当社の連携による建物運営

品川駅周辺開発の進捗

品川駅西口地区高輪３丁目地区開発計画
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高輪ゲートウェイシティ

他社開発エリア

▶品川駅周辺の開発予定エリア

▶当社品川開発の全体スケジュール
～  2025  ～  2027 ～ 2029 ～

（低）淡← 投資額 → 濃（高）

連続立体交差事業

高輪３丁目地区開発

駅街区地区開発

品川駅地平化（2面4線）・踏切解消

着工 開業

開業着工（駅舎躯体） 着工（ビル本体）

着工

他社開発エリア

4丁目地区

高輪ゲートウェイ駅

泉岳寺駅地区第二種
市街地再開発

※Google Earthから当社作成

他社開発エリア

3丁目地区

他社
開発
エリア

他社開発
エリア

西口地区

駅街区地区

品川駅

駅街区計画高輪３丁目計画

横浜方面へ→

品川駅付近連続立体交差事業

高輪４丁目 
当社所有地 

品川駅周辺開発の進捗
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当社の開発・品川駅整備の効果のみならず、周辺開発（JR東日本・西武HD等）やリニア中央新幹線の
開業等の効果を最大限取り込み、沿線にわたって波及させることで、中長期的な成長を実現させていく

אל ḭ ︣

リニア
中央新幹線の

開業

品川への来訪数の
増加

不動産回転で得た資金を
活用して品川エリアの開発
を行い、エリア・沿線全体の

発展へ繋げていく

沿線のまちづくりによる
持続的な発展

不動産回転型ビジネスを推進

高輪３丁目計画も対象不動産に
含め、私募REIT・私募ファンドを活用

することで不動産戦略を強化

2025 ệ
20

インバウンド・
旅客数増加ビジネス拠点

としての
立地優位性

中長期的な
成長を実現

品川開発による
まちの魅力増大

東京メトロ
南北線
延伸

高輪４丁目地区
[京急第1·7ビル]

高輪３丁目地区
[旧SHINAGAWA GOOS]

駅街区地区

品川駅

品川駅周辺開発の進捗

高輪３丁目開発以降の持続的な成長について
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１．京急グループの事業概要

４．当社株主の状況および株主還元

２．2024年度決算・2025年度業績予想

３．成長戦略

（1）経営の基本方針
（2）京急グループ第2０次総合経営計画

・計画の概要
・計画の一部変更（2025年５月12日公表）

（3）品川駅周辺開発の進捗
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É発行済株式総数： 275,760,547株 ※自己株式を含む

É株   主   数：   53,904名 ※自己株式を含む

É個 人 株 主 数：   52,459名（全株主の97.3％）
É個 人 株 式 数：   81,526,533株（全株式の29.6％）

区 分 株主数（名） 比率

関東地方 46,164 85.6％

近畿地方 2,399 4.5％

中部地方 2,290 4.2％

その他国内 2,593 4.8％

外国 458 0.8％

株主数合計 53,904 100.0％

地域別株主数の内訳

85.6%

4.5%

4.2%
4.8% 0.8%

関東地方 近畿地方 中部地方 その他国内 外国

当社株式の状況および株主還元

株主分布状況（2025年３月31日時点）
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É 株主還元方針：配当性向40％程度を目安に配当を行うほか、利益水準、投資計画および財政

状態等を総合的に勘案して、自己株式の取得も機動的に行う。

配当

財務状況や最適資本構成等を勘案し、機動的に自己株式を取得する。

（2025年度100億円実施）

自己株式取得

当社株式の状況および株主還元
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100株以上ご所有の株主様には、保有株式数に応じて「電車・バス全線きっぷ」や「全線パス」
を贈呈

2,500株以上ご所有の株主様は、「京急ＥＸホテル・京急ＥＸイン無料宿泊券」と選択可能

1,000株以上ご所有の株主様が３年以上継続保有していただいた場合、さらに「電車・バス
 全線きっぷ」を贈呈

500株以上ご所有の株主様には、保有株式数に応じて「京急プレミアポイント」を贈呈（New）

京急ＥＸホテル・京急ＥＸイン無料宿泊券電車・バス全線きっぷ 全線パス

上記優待に加え，

2025年３月31日時点の株主優待から

京急プレミアポイントを進呈
京急プレミアポイント

当社株式の状況および株主還元

株主優待の内容
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株主優待の拡充内容（2025年３月31日時点の株主優待から追加）

現在の株主優待はそのままに、
500株以上ご所有の株主様に京急プレミアポイントを贈呈

ショッピング レジャー

拡充内容①
「京急プレミアポイント進呈の内容」

葉山マリーナ

もとまちユニオン元町店

➤PASMOへのチャージ

➤ANAマイルとの交換サービス

ホテル

京急百貨店

京急 ＥＸホテル みなとみらい横浜

当社株式の状況および株主還元

流通

➤京急グループ施設での利用
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株主還元（株主優待制度拡充＿２）

新たに「750株以上」、「1,000株以上」の区分を設け、「電車・バス全線きっぷ」を６枚（半期）贈呈。

３年以上の継続保有で受け取れる長期継続保有特典の対象を、「15,000株以上」から「1,000株以上」に変更。

拡充内容② 「750株、1,000株保有での優待追加」

拡充内容③ 「1,000株以上で３年以上継続保有すると優待」追加
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京急ＥＸホテル・京急ＥＸイン

宿泊割引券

市原京急カントリークラブ

プレー料金割引券

京急百貨店

買物優待券

葉山マリーナ

クルージング料金割引券

100株以上ご所有の株主様に「京急グループ施設株主優待割引券」を贈呈

京急グループ施設株主優待割引券

（イメージ）

当社株式の状況および株主還元

その他株主優待（株主優待割引券）
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100 2,500 15,000

ẑể 153,100円 3,827,500円 22,965,000円

ẑỄ ( 34 / )
3,400円 85,000円 510,000円

ṕ Ṗ
ー 15,000ポイント 20,000ポイント

●優待割引券※３

（年２回）

●電車・バス全線
きっぷ２枚（年１回）

●優待割引券
（年２回）

  ●電車・バス全線きっぷ15枚
（年２回）

または

●ホテル宿泊券１枚（年２回）

●優待割引券（年２回）

●電車・バス全線
きっぷ15枚（年２回）

●電車全線パス１枚（年２回)

または

●電車・バス全線きっぷ90枚
（年２回）

または

●ホテル宿泊券６枚（年２回）

株主還元（株主優待制度＿３）

当社株式をご所有いただくと…

下記から１つ選択

下記から１つ選択

※１ 2025年６月６日の終値で算出、株式売買手数料等は考慮していません。
※２ 源泉徴収前の金額です。
※３ 100株以上500株未満の株主様にお配りする優待割引券と500株以上の株主様にお配り

する優待割引券は各施設で使用できる割引券の枚数が異なります。  40



【ご注意】
この資料に記載の情報のうち、過去の事実以外のものは将来の見通しであり、
発表時点において想定した各種前提条件を基に作成しております。こうした記
載情報は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を含むもの
です。実際の業績は、様々な要因によって異なる結果となる場合がありますの
で、あらかじめご了承ください。



質疑応答



（参考）ウェブコンテンツのご案内

当社ウェブサイト https://www.keikyu.co.jp/ir/

■ 統合報告書■ 株主・投資家向けＩＲ情報

■ 株主通信
■ 京急公式チャンネル
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（参考）京急グループの概要（2025年３月31日時点）

会社名 京浜急行電鉄株式会社 （Keikyu Corporation)

創立
1898年（明治31年）２月25日 （前身の大師電気鉄道㈱の創立）

1948年（昭和23年）６月１日 （京浜急行電鉄㈱の発足）

資本金 437億円

グループ会社数 44社(当社を含む）

従業員数 8,484名 （うち京急電鉄：2,907名）

事業内容 交通事業、不動産事業、レジャー・サービス事業、流通事業、その他

上場証券取引所 東証プライム市場 （証券コード：9006）

時価総額 4,221億円（2025年６月６日時点）
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